
私的独占の禁止及び公正取引確保に関する法律の一部改正に伴う特約条項の読み替えについて

私的独占の禁止及び公正取引確保に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年第１００号）が平

成２７年４月１日に施行されたことに伴い、既に締結している契約の特約条項のうち「談合その他不正

行為に係る契約解除と損害賠償に関する特約条項」部分について、以下の対照表のとおり読み替えるも

のとします。

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。

談合その他不正行為に係る契約解除と損害賠償に関する特約条項 （下線の部分は改正部分）

改正後 現行

（談合その他不正行為に係る解除）

第２条 目黒区（以下「甲」という。）は、契約

の相手方（以下「乙」という。）（乙が協同組

合及び共同企業体（以下「協同組合等」という。）

である場合は、その代表者又は構成員）が契約

に関して、次の各号のいずれかに該当したとき

は，契約を解除することができるものとし、こ

のために乙に損害が生じても、甲は、その責を

負わないものとする。

(1) 公正取引委員会が、乙に違反行為があった

として私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下

「独占禁止法」という。）第４９条に規定す

る排除措置命令（排除措置命令がなされなか

った場合については、同法第６２条第１項に

規定する納付命令）が確定したとき。

(2) 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員

又はその使用人）の刑法（明治４０年法律第

４５号）第９６条の６又は同法第１９８条の

規定による刑が確定したとき。

２から６ (現行のとおり)

（談合その他不正行為に係る賠償金の支払）

第３条 乙は、契約に関して前条第１項各号のい

ずれかに該当するときは、甲が契約を解除する

（談合その他不正行為に係る解除）

第２条 目黒区（以下「甲」という。）は、契約

の相手方（以下「乙」という。）（乙が協同組

合及び共同企業体（以下「協同組合等」という。）

である場合は、その代表者又は構成員）が契約

に関して、次の各号のいずれかに該当したとき

は，契約を解除することができるものとし、こ

のために乙に損害が生じても、甲は、その責を

負わないものとする。

(1) 公正取引委員会が、乙に違反行為があった

として私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下

「独占禁止法」という。）第６５条又は第６

７条の規定による審決（独占禁止法第６７条

第２項の規定による該当する事実がなかった

と認められる場合の審決を除く。）を行い、

当該審決が確定したとき（独占禁止法第７７

条第１項の規定により、当該審決の取消しの

訴えが提起されたときを除く。）。

(2) 公正取引委員会が、乙に違反行為があった

として独占禁止法第５０条第１項の規定によ

る課徴金の納付を命じ、当該課徴金納付命令

が独占禁止法第５０条第５項の規定により、

確定したとき（独占禁止法第７７条第１項の

規定により、当該審決の取消しの訴えが提起

されたときを除く）。

(3) 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があ

ったとして行った審決に対し、独占禁止法第

７７条第１項の規定により当該審決の取消し

の訴えを提起し、その訴えについて請求棄却

又は訴え却下の判決が確定したとき。

(4) 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員

又はその使用人）が刑法（明治４０年法律第

４５号）第９６条の６又は同法第１９８条の

規定による刑が確定したとき。

２から６ (略)

（談合その他不正行為に係る賠償金の支払）

第３条 乙は、契約に関して前条第１項各号のい

ずれかに該当するときは、甲が契約を解除する



か否かにかかわらず、賠償金として、契約金額

の１０分の１に相当する額を甲が指定する期限

までに支払わなければならない。ただし、前条

第１項第２号のうち、乙の刑法第１９８条に定

める刑が確定した時は、この限りではない。

２から４ (現行のとおり)

か否かにかかわらず、賠償金として、契約金額

の１０分の１に相当する額を甲が指定する期限

までに支払わなければならない。ただし、同項

第１号から第３号までのうち、審決の対象とな

る行為が、独占禁止法第２条第９項に基づく不

公正な取引方法（昭和５７年６月１８日公正取

引委員会告示第１５号）第６項に規定する不当

廉売など甲に金銭的損害が生じない行為とし

て、乙がこれを証明し、そのことを甲が認める

ときは、この限りでない。

２から４ (略)


